


４ 販売業者は、補聴器の販売に従事する者に対して教育訓練を継続して行うこと。なお、

教育訓練の実施に当たっては、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律（昭和 35 年法律第 145 号）第 39 条の 2 第 1 項の規定に基づく講習のほ

か、関係団体が運営する適正な補聴器販売についてより高度な知識及び技能を備えた者

を養成する専門性の高い事業が行われているので、これらの事業を適宜活用すること

（注２）。 

 

 

（注１）「高い」、「期待したほど聞こえない」、あなたの補聴器選び大丈夫ですか？（平成26

年 2月 20日）、補聴器トラブルを防ぎましょう！（令和 3年 2月 25 日） 

https://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20140220_3.pdf 

https://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20210225_1.pdf 

（注２）国の委託事業による補聴器販売者技能向上研修（一般社団法人日本補聴器販売店協

会）、安全で効果的な補聴器の販売と使用を推進し、難聴者の自立と福祉の増進に寄与

するため認定補聴器技能者の養成（公益財団法人テクノエイド協会）等が実施されて

いる。 


